
 

 

 

 

「女性活躍加速のための重点方針 2016」 

 

Ⅰ あらゆる分野における女性の活躍  

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の改革 

 

a) 非正規雇用の女性の待遇改善、長時間労働の

削減、育児・介護休業等の取得促進 

 

(厚生労働省説明資料) 

  

平成28年９月16日

資料３

男女共同参画会議
第４回重点方針専門調査会



「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： - 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 1,052,471 千円

該当施策概要

「非正規雇用労働者待遇改善支援センター（仮称）（※）」を設置し、
　・労務管理の専門家を常駐させ、電話相談に応じる
　・労務管理の専門家が直接事業所を訪問したうえで、待遇改善に向けた改善計画を策
定するなどのコンサルティングを行う
　・各地域でシンポジウムを実施する
　といった取組を行うことを予定している。
※民間事業者への委託により、47都道府県に設置。

担当府省庁
厚生労働省

職業安定局　派遣・有期労働対策部　企画課　

通し番号  1 

平成28年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」において、「女性や若者など
の多様で柔軟な働き方の選択を広げるためには、我が国の労働者の約４割を占める非正
規雇用労働者の待遇改善は、待ったなしの重要課題である。我が国の非正規雇用労働
者については、例えば、女性では、結婚・子育てなどもあり、30代半ば以降、自ら非正規雇
用を選択している人が多いことが労働力調査から確認できるほか、パートタイム労働者の
賃金水準は、欧州諸国においては正規労働者に比べ２割低い状況であるが、我が国では
4割低くなっている。再チャレンジ可能な社会をつくるためにも、正規か、非正規かといった
雇用の形態にかかわらない均等・均衡待遇を確保する。そして、同一労働同一賃金の実
現に踏み込む。」とされている。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

非正規雇用労働者の待遇改善支援事業（仮称）

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

（１）非正規雇用の女性の待遇改善

①　女性の多様で柔軟な働き方の選択を広げるべく、非正規雇用労働者の正社員転換・
待遇改善を更に徹底していく必要があり、「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、同一労
働同一賃金の実現を目指す。
また、「正社員転換・待遇改善実現プラン」 を踏まえ、非正規雇用労働者として働いている
女性の正社員転換・待遇改善を強力に推進する。
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民
間

事
業
者
へ
の
委
託
に
よ
り
、
４
７
都

道
府
県
に
「非

正
規
雇
用
労
働
者
待
遇
改
善
支
援
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）
」を

設
置

し
、
労
務
管

理
の
専
門
家
を
常
駐
さ
せ
、
電
話
相
談
等
に
応
じ
る
ほ
か
、
直
接
事
業
所
を
訪
問
し
た
上
で
、
待
遇
改
善

に
向

け
た
改
善
計
画
を
策
定
す
る
な
ど
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
行
う
。
ま
た
、
各
地
域

で
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
実
施
す
る
。

概
要

非
正

規
雇
用
労
働

者
の
待
遇

改
善
を

実
現

平
成
２
９
年
度
要
望
額

１
，
０
５
２
，
４
７
１
千

円
（

０
千

円
）

地
元
の
中
小
企
業

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
た
め
に
直
接
訪
問

非
正
規
雇
用
労
働
者
の

待
遇
改
善
に
関
す
る
相
談

２

３

把
握

•待
遇

改
善

等
の

メ
リ
ッ
ト
を
説

明
す
る
と
と
も
に
、
雇

用
管

理
の

状
況

の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行

い
、

企
業

が
現

在
抱

え
て
い
る
課

題
を
把

握
す
る
。

提
案

•把
握

し
た
課

題
を
踏

ま
え
、
具

体
的

な
改

善
計

画
を
企

業
に
提

案
し
、
ポ
イ
ン
ト
や

取
組

方
法

に
つ
い
て
の

コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
を
行
う
。

管
理

•改
善

計
画

に
沿

っ
た
取

組
が

円
滑

に
実

施
さ
れ

て
い
る
か

確
認

し
、
必

要
に
応

じ
計

画
を
修

正
す
る
な
ど
、
効
果
的
に
実

施
さ
れ
る
よ
う
、
き
め
細

か
な
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
を
行

う
。

検
証

•一
定

期
間

経
過

後
に
再

度
訪

問
し
、
実

施
し
た
改

善
計

画
の

効
果

や
課

題
を
検

証
す
る
と
と
も

に
、
引

き
続

き
、
取

組
が

継
続

さ
れ

る
よ
う
改

善
点

な
ど
を
示

す
。

非
正

規
雇

用
労
働
者

待
遇

改
善

支
援

セ
ン
タ
ー
の

設
置

非
正

規
雇

用
労

働
者

の
待

遇
改

善
支

援
事

業
（
仮

称
）
（
推

進
枠

）

１

各
地

域
で
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開

催
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 41,045,208 千円 の内数
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 63,067,920 千円 の内数

○

該当施策概要

事業所内に、有期契約労働者等の雇用管理の改善を行う「キャリアアップ管理者」を配置し、事業
主が作成する「キャリアアップ計画」に基づき、いわゆる非正規雇用労働者のキャリアアップを行っ
た場合に助成金を支給する（正社員化コース、人材育成コース、処遇改善コースの3つに分かれて
いる）。
※28年度補正予算（案）については、今年８月２日に閣議決定した経済対策を踏まえ、中小企業が
３％以上増加改定した場合の加算措置を創設している。
※29年度概算要求においては、非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善を一層進めるため、
① 　有期契約労働者等を多様な正社員に転換した場合であっても、正規雇用労働者に転換した
場合と同じ助成額とする制度改正
② 　有期契約労働者等と正社員との共通の諸手当制度を導入・適用した場合の助成制度の創設
などを行うこととしている。

担当府省庁

厚生労働省

職業安定局　派遣・有期労働対策部企画課
職業能力開発局　企業内人材育成支援室

通し番号  2 

非正規雇用で働く方のうち、約８割は多様な働き方として非正規雇用を自ら選択してい
る。しかし、不本意ながら非正規雇用で働く方がいるのも事実であり、正社員を希望する
方々については正社員転換を推進するとともに、非正規雇用を選択する方々について待
遇改善を進めることが重要である。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

キャリアアップ助成金の拡充

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

（１）非正規雇用の女性の待遇改善

①　女性の多様で柔軟な働き方の選択を広げるべく、非正規雇用労働者の正社員転換・
待遇改善を更に徹底していく必要があり、「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、同一労
働同一賃金の実現を目指す。
また、「正社員転換・待遇改善実現プラン」 を踏まえ、非正規雇用労働者として働いている
女性の正社員転換・待遇改善を強力に推進する。
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キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
助

成
金

に
つ

い
て

平
成

2
9
年

度
予

算
額

：
6
3
1
億

円
（

2
8
年

度
予

算
額

4
1
0
億

）

目
的

コ
ー

ス
名

・
内

容
助

成
額

※
（

）
額

は
大

企
業

の
額

、
下

線
は

新
規

又
は

拡
充

部
分

正
社

員
化

支
援

正
社

員
化

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
を

正
規

雇
用

労
働

者
等

に
転

換
又

は
直

接
雇

用

①
有

期
→

正
規

：
１

人
当

た
り

6
0
万

円
（

4
5
万

円
）

②
有

期
→

無
期

：
1
人

当
た

り
3

0
万

円
（

2
2
．

5
万

円
）

※
無

期
雇

用
へ

の
転

換
は

、
基

本
給

を
5
％

以
上

増
額

し
た

場
合

に
限

る
。

③
無

期
→

正
規

：
１

人
当

た
り

3
0
万

円
（

2
2
．

5
万

円
）

（
注

）
正

規
に

は
「

多
様

な
正

社
員

（
勤

務
地

・
職

務
限

定
正

社
員

、
短

時
間

正
社

員
）

」
を

含
む

。
※

派
遣

労
働

者
を

正
規

雇
用

で
直

接
雇

用
す

る
場

合
、

①
③

：
１

人
当

た
り

3
0
万

円
（

大
企

業
も

同
額

）
加

算

※
母

子
家

庭
の

母
等

又
は

父
子

家
庭

の
父

の
場

合
、

若
者

認
定

事
業

主
に

お
け

る
3

5
歳

未
満

の
者

の
場

合
、

①
：

１
人

当
た

り
1

0
万

円
（

大
企

業
も

同
額

）
、

②
③

：
１

人
当

た
り

5
万

円
（

大
企

業
も

同
額

）
加

算
※

勤
務

地
・

職
務

限
定

正
社

員
制

度
を

新
た

に
規

定
し

た
場

合
、

①
③

：
１

事
業

所
当

た
り

1
0
万

円
（

7
．

5
万

円
）

加
算

人
材

育
成

支
援

人
材

育
成

コ
ー

ス

有
期

契
約

労
働

者
等

に
次

の
い

ず
れ

か
の

訓
練

を
実

施
・

一
般

職
業

訓
練

（
O

F
F

-
J
T
）

・
有

期
実

習
型

訓
練

（
「

ジ
ョ

ブ
・

カ
ー

ド
」

を
活

用
し

た
O

F
F

-
J
T

+
O

J
T
）

O
F

F
-
J
T

賃
金

助
成

：
１

ｈ
当

た
り

8
0

0
円

（
5

0
0
円

）
経

費
助

成
：

訓
練

時
間

数
に

応
じ

た
1
人

当
た

り
次

の
額

（
実

費
を

限
度

）

（
有

期
実

習
型

訓
練

後
に

正
規

雇
用

等
に

転
換

さ
れ

た
場

合
）

1
0

0
時

間
未

満
の

場
合

1
0
万

円
（

7
万

円
）

1
5
万

円
（

1
0
万

円
）

1
0

0
時

間
以

上
2

0
0
時

間
未

満
の

場
合

2
0
万

円
（

1
5
万

円
）

3
0
万

円
（

2
0
万

円
）

2
0

0
時

間
以

上
の

場
合

3
0
万

円
（

2
0
万

円
）

5
0
万

円
（

3
0
万

円
）

O
J
T

実
施

助
成

：
１

ｈ
当

た
り

８
0

0
円

（
7

0
0
円

）

処
遇

改
善

支
援

賃
金

規
定

等
改

定
コ

ー
ス

全
て

又
は

一
部

の
有

期
契

約
労

働
者

等
の

基
本

給
の

賃
金

規
定

等
を

改
定

し
、

２
％

以
上

増
額

①
全

て
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

１
人

～
３

人
：

1
0
万

円
（

7
．

5
万

円
）

４
人

～
６

人
：

2
0
万

円
（

1
5
万

円
）

７
人

～
1

0
人

：
3

0
万

円
（

2
0
万

円
）

1
1
人

～
1

0
0
人

：
3
万

円
（

2
万

円
）

×
人

数

②
雇

用
形

態
別

、
職

種
別

等
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

１
人

～
３

人
：

5
万

円
（

3
．

5
万

円
）

４
人

～
６

人
：

1
0
万

円
（

7
．

5
万

円
）

７
人

～
1

0
人

：
1

5
万

円
（

1
0
万

円
）

1
1
人

～
1

0
0
人

：
1
．

5
万

円
（

1
万

円
）

×
人

数
※

「
職

務
評

価
」

の
手

法
の

活
用

に
よ

り
実

施
し

た
場

合
、

１
事

業
所

当
た

り
2

0
万

円
（

1
5
万

円
）

加
算

＜
拡

充
（

2
8
年

度
補

正
（

制
度

要
求

中
）

）
＞

※
中

小
企

業
に

お
い

て
3
％

以
上

増
額

し
た

場
合

、
全

て
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

1
人

当
た

り
1
．

5
万

円
、

雇
用

形
態

別
・

職
種

別
の

賃
金

規
定

等
改

定
：

1
人

当
た

り
8
千

円
を

加
算

健
康

診
断

制
度

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
を

対
象

に
「

法
定

外
の

健
康

診
断

制
度

」
を

新
た

に
規

定
し

、
４

人
以

上
実

施
１

事
業

所
当

た
り

4
0
万

円
（

3
0
万

円
）

賃
金

規
定

等
共

通
化

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
と

正
社

員
と

の
共

通
の

賃
金

規
定

等
を

新
た

に
規

定
・

適
用

１
事

業
所

当
た

り
6

0
万

円
（

4
5
万

円
）

諸
手

当
制

度
共

通
化

（
仮

称
）

コ
ー

ス
有

期
契

約
労

働
者

等
と

正
社

員
と

の
共

通
の

諸
手

当
制

度
を

新
た

に
規

定
・

適
用

１
事

業
所

当
た

り
4

0
万

円
（

3
0
万

円
）

選
択

的
適

用
拡

大
導

入
時

処
遇

改
善

（
仮

称
）

コ
ー

ス

選
択

的
適

用
拡

大
の

導
入

に
伴

い
、

社
会

保
険

適
用

と
な

る
有

期
契

約
労

働
者

等
の

賃
金

の
引

上
げ

を
実

施
※

法
改

正
す

る
こ

と
が

前
提

（
継

続
審

議
）

１
人

当
た

り
3
％

以
上

：
2
万

円
（

1
．

5
万

円
）

5
％

以
上

：
4
万

円
（

3
万

円
）

7
%

以
上

：
5
万

円
（

3
．

5
万

円
）

1
0
％

以
上

：
8
万

円
（

6
万

円
）

1
4
％

以
上

：
1

0
万

円
（

7
．

5
万

円
）

短
時

間
労

働
者

労
働

時
間

延
長

コ
ー

ス

有
期

契
約

労
働

者
等

の
週

所
定

労
働

時
間

を
5
時

間
以

上
延

長
し

、
社

会
保

険
を

適
用

１
人

当
た

り
2

0
万

円
（

1
5
万

円
）

※
上

記
「

賃
金

規
定

等
改

定
コ

ー
ス

」
又

は
「

選
択

的
適

用
拡

大
導

入
時

の
処

遇
改

善
コ

ー
ス

」
と

併
せ

、
労

働
者

の
手

取
り

が
減

少
し

な
い

取
組

を
し

た
場

合
、

1
時

間
～

4
時

間
延

長
で

も
助

成
1
時

間
以

上
：

４
万

円
（

3
万

円
）

2
時

間
以

上
：

8
万

円
（

6
万

円
）

3
時

間
以

上
：

1
2
万

円
（

9
万

円
）

4
時

間
以

上
：

1
6
万

円
（

1
2
万

円
）

○
有

期
契

約
労

働
者

、
短

時
間
労
働
者
、
派
遣
労
働
者
（
以
下

「
有

期
契

約
労
働

者
等
」
）
と
い
っ
た
い
わ

ゆ
る
非

正
規
雇

用
労
働
者
の
企
業
内
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
等
を
促
進
す
る
た
め
、

正
社

員
化
、
人

材
育

成
、
処
遇
改
善
の
取
組
を
実
施
し
た
事

業
主

に
対

し
て
包
括
的
に
助
成

※
生

産
性

要
件
を

満
た
し

た
場
合

は
1
.2
倍
の
額
を
、
満
た
さ
な
い
場
合
は
0.
95
倍

の
額

と
す

る
。
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 1,967,379 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： 33,943 千円

29年度要求予算： 2,131,294 千円

該当施策概要

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

通し番号  4 

①　中小企業における月60時間を超える時間外労働に対する割増賃金率（50％以上）の
適用猶予の廃止や年次有給休暇の取得促進等を内容とする労働基準法等の改正案の
早期成立を図るとともに、法定労働条件の履行確保のための監督指導体制を充実強化
する。また、企業における時間外労働の実績等の労働時間の実態や長時間労働是正に
向けた具体的な取組などに関する情報公開の在り方について検討するとともに、労働時
間等設定改善指針の改正の状況や労使の意見を踏まえ、必要に応じて休息時間（勤務
間インターバル）規制の導入、年次有給休暇等の連続取得等を可能とする職場環境整
備、時間当たりの成果を評価する制度の普及に向けた取組等、長時間労働の削減に向
けた更なる取組を検討する。また、時間外労働規制の在り方について再検討を行う。

（２）長時間労働の削減

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

長時間労働の削減

女性を含めたすべての労働者が、子育て、介護、自己啓発、地域社会への貢献などの生
活と仕事との調和を図りつつ、その意欲や能力を十分発揮できるようにし、更なる労働参
加と生産性の向上を図る。

①労働基準法等の改正案の成立
　第189回通常国会に提出し、現在、継続審議となっている「労働基準法等の一部を改正する法律
案」が成立した場合、下位法令の検討を労働政策審議会で速やかに行うとともに、法の円滑な施
行に向けて事業主等に対する周知を行う。
②法定労働条件の履行確保のための監督指導体制の充実強化
　月80時間を超える残業が疑われる全ての事業場に対する監督指導の強化等により、法規制の執
行強化を図る。
③労働時間等設定改善指針の改正・長時間労働の削減に向けた更なる取組の検討
　・時間当たりの成果を評価する制度を盛り込んだ「労働基準法等の一部を改正する法律案」が成
立した場合、当該制度の周知も含めた法の円滑な施行に向けて事業主等に対する周知を行う。
　・時間外労働の規制については、「ニッポン一億総活躍プラン」における「３６協定における時間外
労働規制の在り方について、再検討を開始する」旨の方針を踏まえ、有識者による検討会を開催
する。また、今後、「働き方改革実現会議」においても長時間労働是正について議論されるものと承
知しており、我が国の長時間労働を変えていけるよう、関係省庁と連携して取り組む。
　・　「ニッポン一億総活躍プラン」における「勤務間インターバルの導入の自発的導入を促進する
ため、専門的な知識やノウハウを活用した助言・指導、こうした制度を積極的に導入しようとする企
業に対する新たな支援策を展開する」とされたところであり、勤務間インターバルを導入する中小企
業への支援等を行う。
　・10 月の年次有給休暇取得促進期間に加え、夏季、年末年始、ゴールデンウィークなどの連続
休暇を取得しやすい時季に年次有給休暇取得の集中的な広報を行うとともに、地域において、関
係労使、地方公共団体等が協議会を設置し、地域のイベント等に合わせた計画的な年次有給休暇
取得等を企業、住民等に働きかけ、地域の休暇取得促進の気運を醸成する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

担当府省庁

機構定員要求

厚生労働省

労働基準局労働条件政策課

その他（具体的に）
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労
働
基
準
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
の
概
要

長
時
間

労
働
を
抑

制
す
る
と
と
も
に
、
労

働
者

が
、
そ
の

健
康

を
確
保
し
つ
つ
、
創

造
的

な
能

力
を
発

揮
し
な
が

ら
効

率
的

に
働

く
こ
と
が
で
き
る
環
境
を
整

備
す
る
た
め
、
労

働
時
間

制
度
の

見
直
し
を
行

う
等
所

要
の
改

正
を
行

う
。

（
１
）
中
小
企
業
に
お
け
る
月

60
時
間
超
の
時
間
外
労
働
に
対
す
る
割
増
賃
金
の
見
直
し

•
月

6
0
時
間
を
超
え
る
時

間
外

労
働

に
係

る
割

増
賃
金

率
（
5
0
%
以
上
）
に
つ
い
て
、
中

小
企
業

へ
の

猶
予

措
置

を
廃

止
す
る
。
（
３
年

後
実

施
）

（
２
）
著
し
い
長
時
間
労
働
に
対
す
る
助
言
指
導
を
強
化
す
る
た
め
の
規
定
の
新
設

•
時
間
外
労
働
に
係

る
助

言
指

導
に
当

た
り
、
「
労

働
者
の

健
康
が

確
保
さ
れ
る
よ
う
特

に
配
慮

し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
」
旨

を
明

確
に
す
る
。

（
３
）
一
定
日
数
の
年
次
有
給
休
暇
の
確
実
な
取
得

•
使
用
者
は
、

1
0
日

以
上

の
年

次
有

給
休

暇
が

付
与
さ
れ
る
労
働
者
に
対
し
、
５
日
に
つ
い
て
、
毎
年

、
時

季
を
指

定
し
て
与

え
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
こ
と

と
す
る
（
労
働
者
の

時
季

指
定

や
計

画
的

付
与
に
よ
り
取
得
さ
れ
た
年
次

有
給
休

暇
の
日

数
分
に
つ
い
て
は

指
定

の
必

要
は

な
い
）
。

（
４
）
企
業
単
位
で
の
労
働
時
間
等
の
設
定
改
善
に
係
る
労
使
の
取
組
促
進

（
※
労
働
時
間
等
の
設
定
の
改
善
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
改
正
）

•
企
業
単
位
で
の
労

働
時

間
等

の
設

定
改

善
に
係

る
労

使
の
取

組
を
促
進
す
る
た
め
、
企
業
全

体
を
通

じ
て
一

の
労

働
時

間
等

設
定

改
善

企
業

委
員

会
の
決
議
を
も
っ
て
、
年

次
有

給
休

暇
の

計
画
的

付
与
等
に
係
る
労
使
協

定
に
代

え
る
こ
と
が

で
き
る
こ
と
と
す
る
。

Ⅰ
長

時
間

労
働

抑
制
策
・年

次
有
給
休
暇
取
得

促
進

策
等

（
１
）
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
の
見
直
し

•
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制

の
「
清

算
期

間
」
の

上
限

を
１
か

月
か
ら
３
か
月
に
延
長
す
る
。

（
２
）
企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制
の
見
直
し

•
企

画
業
務
型
裁
量

労
働

制
の

対
象

業
務

に
「
課
題
解

決
型
提

案
営
業
」
と
「
裁

量
的
に

P
D

C
A
を
回

す
業

務
」
を
追

加
す
る
と
と
も
に
、
対

象
者

の
健

康
確
保
措
置
の
充
実

や
手

続
の

簡
素

化
等

の
見
直
し
を
行

う
。

（
３
）
特
定
高
度
専
門
業
務
・
成
果
型
労
働
制
（
高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
）
の
創
設

•
職

務
の
範
囲
が
明

確
で
一
定

の
年

収
（
少

な
く
と
も

1
,0

0
0
万
円

以
上
）
を
有
す
る
労

働
者
が
、
高
度

の
専

門
的

知
識

を
必

要
と
す
る
等

の
業

務
に
従

事
す
る
場
合
に
、
健

康
確

保
措

置
等

を
講

じ
る
こ
と
、
本
人

の
同
意

や
委
員

会
の
決

議
等

を
要
件

と
し
て
、
労

働
時

間
、
休

日
、
深

夜
の

割
増

賃
金

等
の

規
定
を
適
用
除
外

と
す
る
。

•
ま
た
、
制
度
の
対

象
者

に
つ
い
て
、
在

社
時

間
等
が
一

定
時
間

を
超

え
る
場

合
に
は
、
事

業
主
は

、
そ
の

者
に
必

ず
医

師
に
よ
る
面

接
指

導
を
受

け
さ

せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。
（
※
労
働
安
全
衛
生
法
の
改
正
）

Ⅱ
多

様
で
柔

軟
な
働

き
方
の
実
現

施
行
期

日
：
平

成
２
８
年
４
月
１
日

（
た
だ
し
、
Ⅰ
の
（
１
）に

つ
い
て
は
平

成
３
１
年

４
月

１
日

）

（
※

）
第

1
8
9回

通
常

国
会
に
提
出
し
、
継
続
審
議
と
な
っ
て
い
る
。
（提

出
日

：平
成

27
年

４
月

３
日

）
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中
小
企
業
に
お
け
る
月

60
時
間

超
の
時

間
外
労

働
に
対

す
る
割
増
賃
金
率
の
引
上
げ
に
つ
い
て

時
間

外
労

働
が

月
6
0時

間
超
で
あ
る

労
働

者
が

存
在

す
る
割

合
平
均
的
な
時
間
外
労
働
が

月
6
0
時
間
超
で
あ
る
割
合

大
企

業
中

小
企

業
大
企
業

中
小
企
業

全
体

8
.1

%
4
.4

%
0
.5

%
0
.8

%

自
動
車
の
運
転
の
業
務

4
0
.6

%
4
2
.2

%
1
1
.7

%
1
3
.4

%

現
行

改
正
案

1
か

月
の

時
間

外
労

働
（
１
日

８
時

間
・
１
週

４
０
時

間

を
超

え
る
労

働
時

間
）

６
０
時

間
以

下
６
０
時

間
超

大
企
業

２
５
％

５
０
％

中
小
企
業

２
５
％

２
５
％

1
か

月
の

時
間

外
労

働
（
１
日

８
時

間
・
１
週

４
０
時

間

を
超

え
る
労

働
時

間
）

６
０
時

間
以

下
６
０
時

間
超

大
企
業

２
５
％

５
０
％

中
小
企
業

２
５
％

５
０
％

平
成

２
２
年

４
月
以
降
、
当
分
の
間
適
用
猶
予

（３
年

後
見

直
し
規

定
あ
り
）

平
成

2
7
年
度
の
「脳

・心
臓

疾
患

」の
労

災
支

給
決
定

件
数

2
51
件

の
う
ち
、

87
件
（
34

.7
%）
が
「自

動
車
運
転
従
事
者
」


関

係
省
庁
・
業
界

団
体

等
と
の

連
携
の
下
、
長

時
間
労

働
の
抑

制
に
向
け
た
環

境
整

備
を
進

め
る
こ
と
と
す
る
。

そ
の

間
、
施
行

は
猶

予
す
る
こ
と
と
し
、
施
行

日
は
他

の
項
目

よ
り
３
年
遅

ら
せ
る
（
平

成
3
1
年

4
月

）
。
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年
次

有
給

休
暇

（
年

休
）の

確
実

な
取

得
に
つ
い
て

①
時
季
指
定

（
例
：
「
○
月

×
日
に
休
み
ま
す
」
）

労
働

者
使

用
者

②
○
月

×
日
に
年
休
が
成
立

①
時
季
の
希
望
を
聴
取

②
希
望
を
踏
ま
え
時
季
指
定

（
例
：
「
○
月

×
日
に
休
ん
で
く
だ
さ
い
」
）

労
働

者
使
用
者


年
休
が
１
０
日
以
上
付
与
さ
れ
て
い
る
労
働
者
に
限
る


以
下
の
ケ
ー
ス
：使

用
者
は
義
務
か
ら
解
放
さ
れ
る


労
働
者
が
自
ら
５
日
以
上
の
年
休
を
取
得
し
た


労
働
者
自
ら
の
取
得
３
日
＋
計
画
的
付
与
２
日


労
働
者
が
自
ら
２
日
の
年
休
を
取
得
し
た


３
日
の
年
休
の
計
画
的
付
与
が
行
わ
れ
た

※
こ
の
ほ
か
「
計
画
的
付
与
」
（
労
働
者
側
の
代
表
と
使
用
者
と
の
協
定
の
締

結
）
に
よ
り
時
季
を
決
め
る
こ
と
も
可
能
（
平
成

2
7
年
導
入
企
業
割
合

1
6
.0
％
）

「
た
め
ら
い
」
か
ら
、
そ
も
そ
も
①
の
時
季
指
定
を
行
い
に
く
い

現
行

改
正
案

年
５
日

の
年

休
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
仕
組
み
と
す
る

＜
参

考
＞

継
続

勤
務
年
数

６
か
月

１
年
６
か
月

２
年
６
か
月

３
年
６
か
月

４
年
６
か
月

５
年
６
か
月

６
年
６
か
月
以
上

年
休
の
付
与
日
数

１
０
日

１
１
日

１
２
日

１
４
日

１
６
日

１
８
日

２
０
日


法

定
の

年
休

付
与
日
数
（継

続
勤
務
の
年
数

に
応

じ
て
付

与
日

数
は
異

な
る
。
ま
た
、
そ
の

期
間
の
全
所
定
労
働
日
の
８
割
の
出
勤
が
必
要
）

※
１
週
間
の
所
定
労
働
日
数
が
通
常
の
労
働
者
よ
り
少
な
い
方
に
つ
い
て
は
、
そ
の
日
数
や
継
続
勤
務
年
数
に
応
じ
て
、
１
～

１
５
日
の
年
休
が
付
与
さ
れ

る
。


我

が
国

の
年

休
取
得
率
：４

７
．
６
％
（平

成
２
６
年

）
⇔

平
成

３
２
年
の
政
労
使
目
標
：
７
０
％


１
年
間

で
年

休
を
１
日
も
取
得
で
き
て
い
な
い
労

働
者
の

割
合

：
１
６
．
４
％

（
平
成
２
３
年
時
点
の
調
査

）

3

×
日
に
年
休
が
成
立

使
用
者
の
時
季

指
定
は
不
要

使
用
者
は
５
日
に
足
り

な
い
日
数
の
み
指
定
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フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制

と
は

、
「
清

算
期

間
」
（
現
在
、
最
長
１
か
月
）
で
定

め
ら
れ
た
所

定
労

働
時

間
の

枠
内

で
、
労

働
者

が
始
業
・
終
業
時

刻
を
自

由
に
選

べ
る
制
度
。
結
果
的

に
、
労

働
時
間

が
長
い
日

も
あ
れ

ば
、
短

い
日

も
あ
る
。


こ
の
た
め
、
労
働

者
は

、
「
清

算
期

間
」
に
お
け
る
所
定

労
働
時

間
に
達
す
る
よ
う
、
労

働
時

間
を
調

整
し
て
働

く
（
法

定
労

働
時

間
の
枠
を
超

え
れ

ば
割

増
賃

金
が

発
生
）
。

現
在

、
「
清

算
期

間
」
が

最
長
１
か
月
な
の

で
、
労
働

者
は

、
１
か
月
の

中
で
の

生
活

上
の

ニ
ー
ズ
に
対

応
す
る
こ

と
は
で
き
る
が

、
１
か

月
を
超
え
た
労
働
時

間
の
調

整
は

で
き
な
い
。

現
行


「
清

算
期

間
」
を
最

長
３
か

月
に
延

長
し
、
よ
り
柔
軟

な
働
き
方

を
可

能
と
す
る
。


例
え
ば
、
「
６
・
７
・
８
月

の
３
か

月
」
の
中

で
労
働
時

間
の
調

整
が
可

能
と
な
る
た
め
、
子

育
て
中

の
親

が
８
月

の
労

働
時

間
を
短

く
す
る
こ
と
で
、
夏

休
み

中
の

子
ど
も
と
過

ご
す
時

間
を
確

保
し
や

す
く
な
る
。


た
だ
し
、
各
月

で
週

平
均

５
０
時

間
（
時
間

外
労
働

が
月

４
５
時
間
弱
と
な
る
時

間
に
相

当
）
を
超

え
た
場

合
は

、
使

用
者

は
そ
の
各
月
で
割
増

賃
金

を
支

払
う
必

要
。

改
正
案

清
算
期
間
を
３
か
月
と
す
れ
ば
・
・・

①
割
増
賃
金
を
支
払
う
必
要
は
な
く
な
る

②
６
月
に
働
い
た
時
間
分
は
、
８
月
に
働
か
な

く
て
も
欠
勤
扱
い
と
な
ら
な
い

4
８
月

７
月

６
月

労
働
時
間

法
定
労
働
時
間

①
現
行
で
は
１
か
月

で
清

算
す
る
の
で
、

こ
の
分
の
割
増
賃
金
を
支
払
う
必
要

②
所
定
労
働
時
間
（
通
常
は

法
定
労
働
時
間
以
内
で
設
定
）

働
い
て
い
な
い
た
め
、
現
行
で
は
欠
勤
扱
い
と
な
る

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制

の
見

直
し
（
清
算

期
間
の

上
限
の
延
長
）
に
つ
い
て

9



企
画

業
務

型
裁

量
労

働
制

の
見

直
し
（対

象
業

務
の
拡

大
等
）
に
つ
い
て


裁
量

労
働

制
と
は
、
労
使
で
決
め
た
時
間

を
労

働
し
た
も
の

と
「
み
な
す
」制

度
。
企
画

型
・専

門
型
の
２
種
類
が
あ
る
。

現
行

改
正
案

5

課
題

解
決

型
提
案
営
業

（
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
営
業
）

【
例
】
取
引
先

企
業

の
ニ
ー
ズ
を
聴

取
し
、
社
内

で
新

商
品

開
発
の
企
画
立
案
を
行
い
、
当
該
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

商
品
や

サ
ー
ビ
ス
を
開

発
の

上
、
販

売
す
る
業

務
等

裁
量

的
に

P
D

C
A

を
回

す
業
務

【
例
】
全
社
レ
ベ
ル

の
品

質
管
理

の
取
組

計
画
を
企

画
立
案

す
る
と
と
も
に
、
当
該
計
画
に
基
づ
く
調
達
や
監
査

の
改
善

を
行

い
、
各

工
場

に
展
開

す
る
と
と
も
に
、
そ
の

過
程
で
示
さ
れ
た
意
見
等
を
み
て
、
さ
ら
な
る
改
善

の
取
組

計
画

を
企

画
立

案
す
る
業

務
等

課
題

①
現
在
、
企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制
の
業
務
は
「
企
画
・
立
案
・
調
査
・
分
析
」
の
業
務
で
あ
る
が
、
対
象
業
務
が
限
定
的
で
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー

の
業
務
の
複
合
化
等
に
対
応
で
き
て
い
な
い
。

②
裁
量
労
働
制
の
下
で
働
く
方
に
講
じ
ら
れ
る
健
康
確
保
措
置
の
充
実
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
制
度
を
導
入
し
な
が
ら
、
出
勤
時
間
に
よ
る
厳
し
い
勤
怠
管
理
を
行
っ
て
い
る
等

の
実
態
が
見
ら
れ
る
。

例
．
み
な
し
労

働
時
間
：９

時
間
、
休
憩
１
時
間

の
場

合

※
１
日

の
み
な
し
労
働
時
間
を
「
９
時
間
」
と
労
使
で
決
め
た
場
合
、

1
7
時
で
退
社
し
て
も
（
＝
実
労
働
時
間
７
時
間
）
、

2
0
時
で
退
社
し
て
も
（
＝
実
労
働
時
間

1
0
時
間
）
、

時
間

外
割
増
賃
金

は
同
額
（
＝
１
時
間
分
）
と
な
る
。

み
な
し
労

働
時
間
（
９
時
間
）

実
労

働
時
間

出
社

9:
00

賃
金

計
算
上
の
労
働
時
間

19
:0

0
20

:0
0 退
社

17
:0

0

時
間
外
割
増
賃
金
の

対
象
（
１
時
間
分
）

退
社

Ｂ
さ
ん

Ａ
さ
ん

18
:0

0

７
時
間

１
０
時
間

②
健
康
確
保
措

置
と
し
て
、
現

在
、
指

針
に
例
示
さ
れ

て
い
る
内

容
（
特
別

な
休
暇

の
付

与
、
健

康
診

断
等

）
を
省

令
で
規

定
裁
量

労
働
制
が
「
始

業
・
終

業
時

刻
が

労
働
者
に
委
ね
ら
れ
る
制
度
」
で
あ
る
こ
と
を
法

律
上

も
明

確
化
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「
高
度

の
専

門
的
知
識
等
を
必
要
と
す
る
」
と
と
も
に
「
従
事

し
た
時
間
と
従

事
し
て
得

た
成

果
と
の
関
連
性
が
通
常
高
く
な
い
と
認
め
ら
れ
る
」

と
い
う
性

質
の

範
囲
内
で
、
具
体
的
に
は

省
令

で
規

定


金

融
商

品
の

開
発

業
務

、
金

融
商

品
の

デ
ィ
ー
リ
ン
グ
業

務
、
ア
ナ
リ
ス
ト
の

業
務

（
企

業
・
市

場
等

の
高

度
な
分

析
業

務
）
、
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
の

業
務

（
事

業
・
業

務
の

企
画

運
営

に
関
す
る
高

度
な
考
案

又
は
助

言
の
業
務
）、

研
究
開
発
業
務
等
を
想
定

１
．
対
象
業
務


書

面
等

に
よ
る
合
意
に
基
づ
き
職
務
の
範

囲
が
明

確
に
定

め
ら
れ

て
い
る
労

働
者


「
１
年

間
に
支

払
わ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
賃
金

の
額
が

、
『
平
均
給

与
額

』の
３
倍

を
相
当

程
度
上
回
る
」水

準
と
し
て
、
省
令
で
規
定
さ
れ
る

額
（
1
0
7
5万

円
を
参
考
に
検
討
）以

上
で
あ
る
労

働
者


「
本

制
度

の
対
象
と
な
る
こ
と
に
よ
っ
て
賃

金
が

減
ら
な
い
こ
と
と
す
る
」
旨
を
法

定
指
針
に
明
記

２
．
対
象
労
働
者


使

用
者

は
、
客

観
的
な
方
法
等
に
よ
り
在
社

時
間

等
の

時
間
で
あ
る
「健

康
管
理

時
間
」
を
把
握


健

康
管

理
時

間
に
基
づ
き
、
①
イ
ン
タ
ー
バ

ル
措
置

（終
業

時
刻

か
ら
始

業
時
刻

ま
で
の

間
に
一
定
時
間
以
上
を
確
保
す
る
措
置
）
、
②
１
月

又
は

３
月

の
健

康
管
理
時
間
の
上
限
措
置
、
③

年
間
１
０
４
日

の
休

日
確
保

措
置
の

い
ず
れ

か
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
省
令
で
定
め
る
事
項

の
う
ち
か

ら
労

使
で
定
め
た
措
置
を
実
施


併

せ
て
、
健

康
管
理
時
間
が
一
定
時
間
を
超

え
た
者

に
対

し
て
、
医
師

に
よ
る
面

接
指

導
を
実
施

３
．
健
康
管
理
時
間
に
基
づ
く
健
康
確
保
措
置
等


職

務
記

述
書

等
に
署
名
等
す
る
形
で
職
務

の
内
容

及
び
制

度
適
用

に
つ
い
て
の

本
人
の

同
意
を
得
る
。


導

入
す
る
事

業
場
の
委
員
会
で
、
対
象
業

務
・対

象
労

働
者
を
は

じ
め
と
し
た
上

記
の
各

事
項
等
を
決
議

４
．
制
度
導
入
手
続

6


時
間

外
・
休

日
労
働
協
定
の
締
結
や
時
間
外

・休
日

・深
夜
の

割
増
賃

金
の
支

払
義
務

等
の
規
定
を
適
用
除
外
と
す
る
。

５
．
法
的
効
果
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○
月
残
業

1
0
0
時
間
超
か
ら

8
0
時

間
超

へ
重

点
監

督
対

象
を
拡

大

月
1
0
0
時
間
超
残
業
が
疑
わ
れ
る
全

て
の

事
業

場
を
対
象

○
監

督
指
導
・
捜
査
体
制
の
強
化
・
全

国
展

開

東
京

局
・
大
阪
局
に
「
か
と
く
」を

設
置

（
2
7
年

４
月
～

書
類
送
検

３
件

）

○
長
時
間
労
働
の
原
因
と
な
り
得
る
、
「
手
待
ち
時
間
の
発
生
」
や
「
短
納
期
発
注
」
な
ど
の
取
引
環
境
・
条
件
の
改
善
に
向
け
た
取

組
を
、
業
界
や
関

係
省
庁
（
国
土
交
通
省
や
、
中
小
企
業
庁
・
公
正
取
引
委
員
会
）
と
連
携
し
て
行
う

(1
) 
執

行
面

の
対

応
と
し
て
労

働
基

準
監

督
署

に
よ
る
監

督
指

導
を
強

化
【
平

成
28

年
４
月

１
日

か
ら
実

施
】

(2
) 
取

引
の

在
り
方

や
業

界
慣

行
に
踏

み
込

ん
だ
取

組
等

現
状

対
応

月
８
０
時
間
超
の

事
業
場
も
対
象

（
年
間
約

２
万
事
業
場
）

（
自

主
点

検
を
求

め
、
確
認
で
き
た
全
て
の
事
業
場
に
監
督
）

⇒
過

労
死

認
定

基
準
を
超
え
る
よ
う
な
残
業
が

行
わ

れ
て
い
る
事
業
場
に
重
点
的
に
対
応
し
て
い
く

本
省

に
対

策
班

を
設
け
て
広
域
捜
査
の
指
導
調
整

労
働

局
に
長

時
間
労
働
を
指
導
す
る
た
め
の
担
当
官
を
設
置

約
8
5
0
0
事

業
場

に
監
督
（
27
年
４
～

1
2
月
）

違
法

な
残

業
が
行
わ
れ
て
い
た
の
は
６
割
弱

う
ち

月
8
0
時

間
超
の
残
業
が
あ
っ
た
の
が
約
８
割

月
1
0
0
時
間
超
の
残
業
が
あ
っ
た
の
が
約

６
割

対
応

現
状

法
規

制
の

執
行

強
化

○
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
カ
ン
パ
ニ
ー
で
の
先
進
的
事
例
の
周
知
・
広
報
の
実
施
、
更
な
る
働
き
か
け

○
過
重
労
働
等
へ
の
相
談
方
法
の
周
知
を
行
い
、
相
談
を
確
実
に
実
施
す
る

そ
の

他
の

取
組
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ニ
ッ
ポ

ン
一

億
総

活
躍

プ
ラ
ン

（
平

成
２
８
年

６
月

２
日

閣
議

決
定
）

＜
本
文
よ
り
抜
粋
＞

（
長
時
間
労
働

の
是
正
）

長
時
間
労
働
は

、
仕
事
と
子
育
て
な
ど
の
家
庭
生
活
の
両
立
を
困
難
に
し
、
少
子
化
の
原
因
や
、
女
性
の
キ
ャ
リ

ア
形
成

を
阻
む
原
因
、
男
性
の
家
庭

参
画
を
阻
む
原
因
と
な
っ
て
い
る
。
戦
後
の
高
度
経
済
成
長
期
以
来
浸
透
し

て
き
た
「
睡
眠
時
間
が
少
な
い
こ
と
を
自
慢
し
、
超
多
忙
な
こ
と
が
生
産
的
だ
」
と
い
っ
た
価
値
観
が
、
こ
の
３
年
間
で

変
わ
り
始
め
て
い
る
。
長
時
間
労
働
の
是
正
は
、
労
働
の
質
を
高
め
る
こ
と
に
よ
り
、
多
様
な
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
可

能
に
し
、
ひ
い
て
は

生
産
性
の
向
上
に
つ
な
が
る
。
今
こ
そ
、
長
時
間
労
働
の
是
正
に
向
け
て
背
中
を
押
し
て
い
く
こ

と
が
重

要
で
あ
る
。

週
4
9
 時

間
以
上
働
い
て
い
る
労
働
者
の
割
合
は
、
欧
州
諸
国
で
は
１
割
で
あ
る
が
、
我
が
国
で
は
２
割
と
な
っ
て

い
る
。
こ
の
た
め
、
法
規
制
の
執
行
を
強
化
す
る
。
長
時
間
労
働
の
背
景
と
し
て
、
親
事
業
者
の
下
請
代
金
法
・
独

占
禁
止
法
違
反
が
疑
わ
れ
る
場
合
に
、
中
小
企
業
庁
や
公
正
取
引
委
員
会
に
通
報
す
る
制
度
を
構
築
し
、
下
請
け

な
ど
の
取
引
条
件

に
も
踏
み
込
ん
で
長
時
間
労
働
を
是
正
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
。
さ
ら
に
、
労

働
基

準
法

に
つ

い
て
は

、
労

使
で
合

意
す
れ

ば
上

限
な
く
時

間
外

労
働

が
認

め
ら
れ

る
、
い
わ

ゆ
る

3
6
（
サ

ブ
ロ
ク
）
協

定
に
お
け
る

時
間

外
労

働
規

制
の

在
り
方

に
つ
い
て
、
再

検
討

を
開

始
す
る
。
時
間
外
労
働
時
間
に
つ
い
て
、
欧
州
諸
国
に
遜

色
の
な
い
水
準
を
目
指
す
。
あ
わ
せ
て
、
若
者
の
長
時
間
労
働
の
是
正
を
目
指
し
、
女
性
活
躍
推
進
法
、
次
世
代

育
成
支
援
対
策
推
進
法
等
の
見
直
し
を
進
め
る
。
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年
次

有
給
休

暇
の

取
得

促
進

の
た
め
の

広
報
の

実
施

○
連
続
し
た
休
暇
を
取
得
し
や
す
い
、
夏
季
に
休
暇

取
得
促
進
に
向
け
た
広
報
を
実
施
。

○
プ
ラ
ス
ワ
ン
休
暇
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
（
企
業
に
お
け

る
有
給
休
暇
取
得
に
よ
る
連
休
の
実
現
の
促
進
）
の

取
組
を
推
進
。

・
都
道
府
県
、
労
使
団
体
（

21
7団

体
）
に
対
す
る
周
知
依
頼

・
専
用
Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー
ジ
の
開
設

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
広
告

・
ポ
ス
タ
ー
の
駅
貼
り
広
報
（

94
0箇

所
）

・
厚
生
労
働
省
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
、

月
刊
誌
『
厚
生
労
働
』
に
よ
る
広
報

な
ど
に
よ
る
広
報
を
実
施

３

○
10
月
を
「
年
次
有
給
休
暇
取
得
促
進
期
間
」

と
し
、
来
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
の
計
画
づ
く
り
の

時
期
を
捉
え
た
集
中
的
な
広
報
を
実
施
。

○
年
末
及
び
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク
に
も
休
暇
取
得

促
進
の
た
め
の
広
報
を
実
施
（
予
定
）
。
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○
地

域
の

イ
ベ
ン
ト
に
合

わ
せ

た
年

次
有

給
休

暇
の

取
得

促
進

○
地
域
に
お
い
て
、
関
係
労
使
、
自
治
体
、

N
PO
等
が
協
議
会
を
設
置
。
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
等
に
合
わ
せ
た

計
画
的
な
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
を
企
業
、
住
民
等
に
働
き
か
け
、
地
域
の
休
暇
取
得
促
進
の
気
運
を
醸
成
。

大
分
県
大
分
市

「
大
分
七
夕
祭
り
」
（
８
月
）
・
「
大
分

生
活
文
化
展
」
（

10
月
）
に
合
わ
せ
た
取

組

山
形
県
新
庄
市

毎
年
実
施
さ
れ
る
「
新
庄
ま
つ
り
」
（
８

月
）
を
は
じ
め
、
新
庄
・
最
上
地
域
の
イ

ベ
ン
ト
に
合
わ
せ
た
取
組

愛
媛
県
新
居
浜
市

「
新
居
浜
太
鼓
祭
り
」
（

10
月

15
日
～

18
日
）
に
合
わ
せ
た
取
組

静
岡
県
静
岡
市

「
大
道
芸
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
」
（
１
１

月
）
を
は
じ
め
と
し
た
イ
ベ
ン
ト
に
合
わ

せ
た
取
組

埼
玉
県
秩
父
地
域

「
秩
父
夜
祭
」
（

12
月
３
日
）
を
は
じ
め
、

秩
父
地
域
の
秋
の
紅
葉
、
冬
の
氷
柱
な
ど

の
イ
ベ
ン
ト
に
合
わ
せ
た
取
組

４
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 1,174,500 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 944,281 千円

該当施策概要

通し番号  18 

両立支援等助成金（出生時両立支援助成金）

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

（５）育児・介護休業等の取得促進

①　男性の育児休業取得の更なる促進のため、企業に対する支援を強化し、特に取得が
困難になりがちな中小企業に対する支援の強化を図る。

男性の育児休業取得等については、以下のとおり閣議決定等により方針や数値目標が
掲げられている。

（１） 日本再興戦略2016（平成28年6月2日閣議決定）
・男性の育児休業取得率
　2015（平成27）年　2.65％　→　2020（平成32）年　13％
・男性の配偶者の出産直後の休暇取得率
　2015(平成27)年　把握していない　→2020（平成32）年　80％
（２）少子化対策大綱（平成27年3月20日閣議決定）
・配偶者の産後８週間以内の父親の育児休業の利用を促進する
・数値目標　６歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事関連時間
　2011（平成23）年　1日当たり67分→　2017（平成29）年　１日当たり2時間30分

これらを踏まえ、助成金の支給により事業主等の取組をさらに促進し、職業生活と家庭生
活の両立を容易にするための環境整備を進める。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

男性労働者が育児休業を取得しやすい職場風土作りに取り組み、男性労働者に子の出
生後８週間以内に開始する育児休業を取得させた事業主に助成金を支給する。

（支給額）
・職場風土作りに取り組み、初めて男性労働者が子の出生後８週間以内に育児休業取を
取得した場合
大企業　　30万円
中小企業　60万円
・２人目以降の育児休業取得者が生じた場合
15万円

担当府省庁
厚生労働省

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課育児・介護休業推進室
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出
生
時
両
立
支
援
助
成
金

○
支
給

要
件

・
子
の

出
生

時
（
出
産
後

８
週
間
以
内
）
に
男
性

労
働
者
が

育
児

休
業
を
取

得
し
や
す
い
職

場
風

土
作
り
の
た
め
の
取
組
を
行
っ
て
い
る
こ
と

・
子
の

出
生

時
（
出
生
後

８
週
間
以
内
）
に
育
児
休
業
を
２

週
間
以

上
（
中

小
企
業

は
５
日

以
上
）
取
得
し
た
男
性
労
働
者
が
発
生
し
た
こ

と ・
当
該

企
業

に
お
い
て
、
過
去
３
年
以
内
に
男
性

の
育

児
休
業

取
得
者

が
発
生
し
て
い
な
い
こ
と

※
育

休
取

得
に
関
す
る
職
場
風
土
が
定
着
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
企
業
に
つ
い
て
は
、
支
給
対
象
と
し
な
い
。

○
趣

旨

女
性

の
継

続
就

業
や
出
産
意
欲
向
上
の
観
点
か

ら
男
性

の
育
児

へ
の
関

わ
り
は

重
要
で
あ
る
が
、
他
の
先
進
国
に
比
べ
日
本
の

男
性

は
子

育
て
等

に
費
や
す
時
間
が
非
常
に
少
な
い
状

況
。
こ
の
た
め
、
男

性
の
育

児
休
業

の
取
得
に
関
す
る
取
組
を
行
い
、
子
の

出
生

時
に
男

性
労

働
者
に
対
し
育
児
休
業
を
取

得
さ
せ

た
事

業
主

に
対

し
て
一
定

額
を
支
給

す
る
。

・
男

性
の
育

児
休
業
取
得
率
→
13
％

以
上
（
20

20
年

ま
で

）
：
日

本
再

興
戦

略
改
訂

20
15
他

○
対

象
：
全

事
業
主

※
男
性
の
育
児
休
業
取
得
率
は
、
企
業
規
模
に

関
係
な
く
低
い
た
め
大
企
業
も
対
象
に
す
る
。

○
助
成

金
の

終
期

20
20

年
ま
で
の
時
限
措
置

2
8
年
度
予

算
額
：

1,
1
7
4,

5
00

千
円

（
新

規
）

・
1人

目
取
得

大
企
業

：
30
万

円
中
小
企
業

：
60
万

円

○
支

給
金
額

（
１
年
度
に
つ
き
１
人
ま
で
支
給
）

・
2人

目
以
降
取
得

15
万
円

・
職
場
風
土
作
り
の
た
め
の
取
組

の
実
施

※
 社

内
規
定
の
整
備
、
社
内
研
修

の
実
施

等

1
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 千円
28年度一次補正予算： 千円
28年度二次補正予算： 千円

29年度要求予算： 千円

該当施策概要

省令については、子の看護休暇を１日未満単位で取得することが可能となることに伴う所
要の規定の整備、職場における育児休業等に関する言動に起因する問題に関する雇用
管理上の措置の新設に伴う所要の規定の整備等を行った。
指針については、有期契約労働者の育児休業等取得要件に関する事項、子の看護休暇
及び介護休暇に関する事項、育児休業又は介護休業をする労働者が雇用される事業所
における労働者の配置等の雇用管理に関して必要な措置を講ずるに当たっての事項等
を定めた。

担当府省庁
厚生労働省

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課

通し番号  19 

○　改正育児・介護休業法の施行のために、新たに厚生労働省令で定めるべきとされた
事項や事業主が講ずべき措置等についての指針を定める必要があるため、育児・介護休
業法施行規則等の改正を目的とする。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

育児・介護休業法施行規則等の改正

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

（５）育児・介護休業等の取得促進

②出産・育児等による女性のキャリア断絶を防ぎ、希望する形での活躍を実現するため、
非正規雇用労働者の育児休業の取得促進、分割取得の活用などによる介護休業の取得
促進、いわゆるマタニティハラスメントの防止に向けた事業主の措置の義務付けなどを盛
り込んだ改正育児・介護休業法等（平成28年3月成立）の平成29年１月からの着実な施行
に向けて、事業主への周知・啓発の徹底や必要な法令等の整備等を早急に実施する。ま
た、育休取得後の円滑な職場復帰による継続就業を支援するための取組を進める。
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○
妊
娠
・
出
産
・
育
児

休
業

・
介

護
休

業
等
を
理
由
と
す
る
、
上

司
・
同
僚

に
よ
る
就

業
環

境
を
害

す
る
行

為
を
防

止
す
る
た
め
、
雇
用
管

理
上

必
要

な
措

置
を
事

業
主

に
義

務
づ
け
る
。

○
対
象

家
族
１
人
に
つ
き
、
３
回
を
上
限
と
し
て
、
通
算
９
３
日
ま
で
、
介
護
休
業
を
分
割
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す

る
○

介
護

休
暇
の
半
日
単
位
の
取
得
を
可
能

と
す
る
。

○
介
護

の
た
め
の
所
定
労
働
時
間
の
短
縮
措
置
等
を
介
護
休
業
と
は
別
に
、
利
用
開
始
か
ら
３
年
の
間
で
２
回
以
上
の
利

用
を
可
能
と
す
る
。

○
所
定

外
労
働
の
免
除
を
介
護
終
了
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
請
求
す
る
こ
と
の
で
き
る
権

利
と
し
て
新
設
す
る
。

○
有
期

契
約
労
働
者
の
介
護
休
業
取
得
要
件
を
緩
和
す
る
。

１
．
介
護
離
職
を
防
止
し
、
仕

事
と
介

護
の

両
立
を
可
能
と
す
る
た
め
の

制
度
の

整
備

３
．
妊
娠
・
出
産
・
育

児
休

業
・
介

護
休

業
を
し
な
が
ら
継
続
就

業
し
よ
う
と
す
る
男

女
労
働

者
の

就
業

環
境

の
整

備

【
施
行

期
日

】
平
成

２
９
年
１
月
１
日

改
正

育
児

・
介

護
休

業
法

及
び
改

正
男

女
雇

用
機

会
均

等
法

の
概

要

妊
娠
・
出
産
・
育
児
期
や
家
族
の
介
護
が
必
要
な
時
期
に
、
男
女
と
も
に
離
職
す
る
こ
と
な
く
働
き
続
け

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
仕
事
と
家
庭

が
両
立
で
き
る
社
会
の
実
現
を
目
指
し
、
雇
用
環
境
を
整
備
す
る

○
子
の

看
護
休
暇
の
半
日
単
位
の
取
得
を
可
能
と
す
る
。

○
有
期

契
約
労
働
者
の
育
児
休
業
の
取
得
要
件
を
、

①
当
該
事
業
主
に
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
た
期
間
が
過
去
１
年
以
上
あ
る
こ
と
、

②
子
が
１
歳
６
ヶ
月
に
達
す
る
日
ま
で
の
間

に
労
働
契
約
が
満
了
し
、
か
つ
、
契
約
の
更
新
が
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
な
い

者
と
し
取
得
要
件
を
緩
和
す
る
。

○
特
別

養
子
縁
組
の
監
護
期
間
中
の
子
、
養
子
縁
組
里
親
に
委
託
さ
れ
て
い
る
子
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
に
つ
い
て

は
育
児
休
業
制
度
等
の
対
象
に
追
加
す
る
。

２
．
多
様
な
家
族
形
態

・
雇

用
形

態
に
対

応
し
た
育
児

期
の
両

立
支
援

制
度
等

の
整
備

1
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 1,175,862 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： - 千円

該当施策概要

〇中小企業及び中小企業で働く労働者の状況に応じた「育休復帰支援プラン」及び「介護
支援プラン」の策定・利用を支援
・平成27年度に改訂した「育休復帰支援プラン」モデルを周知し、その普及促進を図る。
・「仕事と介護の両立支援事業」において作成した「介護支援プラン」モデル等を周知し、
その普及促進を図る。
・個々の事業主の状況に応じたプランの策定支援を行うプランナー（育休復帰及び介護）
を養成し、プランナーによる事業主のプラン策定支援を行う。

〇中小企業への助成金支給
　プランの策定を行い、対象労働者が育児休業を取得・復帰した場合に、助成金を支給す
る。

担当府省庁
厚生労働省

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課育児・介護休業推進室

通し番号  20 

平成27年３月20日に閣議決定された「少子化対策大綱」において、育休復帰支援プラン
による支援及び助成金を支給することにより、労働者の円滑な育休取得・職場復帰を図
ることとしている。
また、平成27年10月７日に閣議決定された「基本方針」における「新・三本の矢」において
は、「介護離職ゼロ」の実現を目指し、仕事と介護が両立できる社会づくりを加速すること
とされたことから、中小企業における育児休業・介護休業の取得及び円滑な職場復帰に
よる継続就労支援を行う。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

育児・介護支援プラン導入プログラム事業

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

（５）育児・介護休業等の取得促進

②出産・育児等による女性のキャリア断絶を防ぎ、希望する形での活躍を実現するため、
非正規雇用労働者の育児休業の取得促進、分割取得の活用などによる介護休業の取得
促進、いわゆるマタニティハラスメントの防止に向けた事業主の措置の義務付けなどを盛
り込んだ改正育児・介護休業法等（平成28年3月成立）の平成29年１月からの着実な施行
に向けて、事業主への周知・啓発の徹底や必要な法令等の整備等を早急に実施する。ま
た、育休取得後の円滑な職場復帰による継続就業を支援するための取組を進める。
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中
小
企
業
に
お
け
る
育
児
・
介
護
支
援
プ
ラ
ン
導
入
プ
ロ
グ
ラ
ム

◆
中

小
企

業
で
働
く

労
働
者
の
育
児
休
業
の
取

得
及

び
育
児
休

業
後

の
円

滑
な
職
場

復
帰

に
よ
る
継
続
就
労
を
支
援
す
る
た
め
、

中
小
企

業
及
び
中
小
企
業
で
働
く
労
働
者

の
状
況

に
応
じ
た

「
育

休
復

帰
支
援
プ

ラ
ン

」
策
定
・
利
用
を
支
援

◆
介

護
離

職
の
防
止

、
介
護
休
業
の
取
得
及
び

介
護

休
業
後
の

円
滑

な
職

場
復
帰
に

よ
る

継
続
就
労
を
支
援
す
る
た
め
、
中
小
企

業
及
び

中
小
企
業
で
働
く
労
働
者
の
状
況

に
応
じ

た
「
介
護

支
援

プ
ラ

ン
」
の
策

定
・

利
用
を
支
援

事
業
内
容

①
モ
デ
ル
プ
ラ
ン
の
普
及
促
進
（
拡
充
）

中
小

企
業
に

お
け

る
労
働
者
の
育
休
取
得
及
び
円
滑
な
職

場
復

帰
に

よ
る
継

続
就
労
を

支
援
す

る
た

め
、
平
成
2
7
年
度
に
お
い
て
改
訂
し
た
「

育
休
復

帰
支
援

プ
ラ
ン
」

モ
デ
ル

（
期

間
雇
用
者
・
派
遣
労
働
者
向
け
を
含
む

）
を

周
知

し
、
そ

の
普
及
促

進
を
図

る
。

特
に

、
建
設

業
な

ど
育
休
取
得
率
の
低
い
業
種
や
労
働
者

派
遣

事
業

者
に
対

す
る
集
団

支
援
等

を
通

じ
て
、
効
果
的
な
普
及
促
進
を
行
う
。

ま
た

、
介
護

離
職

の
防
止
や
、
介
護
休
業
の
取
得
及
び
円

滑
な

職
場

復
帰
に

よ
る
継
続

就
労
を

支
援

す
る
た
め
、
「
仕
事
と
介
護
の
両
立
支

援
事

業
」

に
お
い

て
作
成
し

た
「
両

立
支

援
対
応
モ
デ
ル
」
及
び
「
介
護
支
援
プ

ラ
ン

」
モ

デ
ル
を

周

知
し

、
そ
の
普

及
促

進
を
図
る
。

②
プ

ラ
ン
ナ
ー
の
養
成
・
活
動
支
援
（
拡
充
）

事
業

主
の

状
況
に

応
じ
た
プ
ラ
ン
の
策
定
を
支
援
す
る
「
プ

ラ
ン
ナ

ー
」

(※
)

を
基

礎
・
応

用
研
修

に
よ
り
養
成
す
る
。

ま
た

、
プ

ラ
ン
ナ

ー
の
円
滑
な
活
動
の
た
め
の
支
援
を
行
う

。
・
基
礎
研
修
（

仕
事
と
育
児
・
介
護
の
両
立
や
そ
の
支
援
策
に
係
る
基
礎

的
内
容
）

・
応
用
研
修
（

企
業
の
課
題
把
握
や
プ
ラ
ン
策
定
の
実
践
的
手
法
）

※
育

児
支

援
：
主

に
社
会

保
険
労

務
士
を
活
用

介
護
支

援
：
社

労
士
に

加
え
ケ

ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
活
用
も
検
討

③
中
小

企
業

へ
の
助
成
金
支
給
(
育
児

・
介

護
支

援
プ

ラ
ン
コ
ー
ス
(
仮
)
)
（
拡
充
）

「
育

休
復

帰
支
援

プ
ラ
ン
」
又
は
「
介
護
支
援
プ
ラ
ン
」

を
策

定
及

び
導
入

し
、

以
下
の

場
合

に
助
成

金
を
支
給
す
る
。

①
対
象
労
働
者
が
育
児
休
業
を
取
得
し
た
場
合
（
育
休
取
得
時
助
成
金
）

②
育
児
休
業
取
得
者
が
復
帰
し
た
場
合
（
育
休
復
帰
時
助
成
金
）

③
対
象
労
働
者
が
介
護
休
業
を
取
得
し
た
場
合
（
介
護
休
業
取
得
時
助
成
金
）

④
介
護
休
業
取
得
者
が
復
帰
し
た
場
合
（
介
護
休
業
復
帰
時
助
成
金
）

プ
ラン
ナ
ー
の
訪
問
等

に
よ
る
策
定
支
援

中 小 企 業労 働 者

職
場
復
帰

短
時
間
勤
務
➡
フル
タイ
ム
勤
務

フル
タイ
ム
勤
務

プ ラ ン 策 定

プ
ラ
ン
実
施
（
例
）

・
能
力
キ
ャッ
チ
ア
ップ

(復
職
の
た
め
の
研
修

)
・
職
場
の
体
制
整
備

(代
替
要
員
確
保
、多

能
工
化
等

)
・
復
職
の
た
め
の
相
談

・
管
理
職
へ
の
周
知

事
業
の
し
く
み

育
休
取
得
時

助
成
金
の
申
請

育
休
復
帰
時

助
成
金
の
申
請

中 小 企 業労 働 者

職
場
復
帰

短
時
間
勤
務
➡
フル
タイ
ム
勤
務

フル
タイ
ム
勤
務

プ ラ ン 策 定

プ
ラ
ン
実
施
（
例
）

・
能
力
キ
ャッ
チ
ア
ップ

(復
職
の
た
め
の
研
修

)
・
職
場
の
体
制
整
備

(代
替
要
員
確
保
、多

能
工
化
等

)
・
復
職
の
た
め
の
相
談

・
管
理
職
へ
の
周
知

介
護

休
業

介
護
休
業
取
得
時

助
成
金
の
申
請

介
護
休
業
復
帰
時

助
成
金
の
申
請

（ 新 規 助 成 金 ）

仕 事 と 介 護 の

両 立 支 援 の 取 組

育
児

支
援

介
護

支
援

プ
ラン
ナ
ー
の
訪
問
等

に
よ
る
策
定
支
援

2
8
年
度
予
算
額

1
,1

7
5
,8

6
2
千
円

2
7
年
度
予
算
額

4
6
7
,2

9
0
千
円

プ
ラ

ン
ナ
ー

支
援
：

主
に

社
労
士

を
活
用

産 休
育
休

育
休

1
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： - 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： 1,010,600 千円

29年度要求予算： 1,326,228 千円

該当施策概要

厚生労働省が策定した「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」に基づく取組
により仕事と介護の両立に資する職場環境を整備し、「介護支援プラン」の策定・導入によ
り円滑な介護休業取得・職場復帰をした労働者や介護のための所定外労働の免除制度
等の利用者が生じた事業主に支給する。

担当府省庁
厚生労働省

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課育児・介護休業推進室

通し番号  22 

年間約10万人の労働者が家族の介護や看護を理由として離職し、企業にとって大きな損
失となっている。
このような状況の中、「新・三本の矢」（平成27年10月７日閣議決定）において、「『介護離
職ゼロ』の実現を目指」し、「仕事と介護が両立できる社会づくりを加速する」とされており、
仕事と介護の両立は政府が掲げた喫緊の課題となっている。
以上から、労働者の仕事と介護の両立支援を推進するため、現行の「介護支援取組助成
金」及び「育児・介護支援プランコース」を整理・統合し、仕事と介護の両立を総合的に支
援する助成金として見直しを行い、介護離職ゼロの実現を目指す。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

両立支援等助成金（介護離職防止支援助成金（仮称））

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

（５）育児・介護休業等の取得促進

④　企業の中核を担う労働者が家族の介護のために離職せざるを得ない状況を防ぐた
め、労働者の仕事と介護の両立に関する取組を行う事業主に対する支援の強化を図る。
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介
護

離
職

防
止

支
援

助
成

金
（

仮
称

）

介 護 支 援 プ ラ ン の 策 定

③
制
度
利
用

①
職
場
環
境
整
備

「
介
護
離
職
を
予
防
す
る
た
め
の

両
立
支
援
対
応
モ
デ
ル
」
に
基
づ

く
取
組
を
実
施

①
仕
事
と
介
護
の
両
立
に
関
す
る
実
態

把
握
（
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
実
施
）

②
制
度
設
計
・
見
直
し

③
介
護
に
直
面
す
る
前
の
従
業
員
へ
の

支
援
（
研
修
の
実
施
、
制
度
の
周
知
）

④
介
護
に
直
面
し
た
従
業
員
へ
の
支
援

（
相
談
窓
口
の
設
置
・
周
知
）

②
介
護
支
援
プ
ラ
ン
の
策
定
・
導
入

「
介
護
離
職
ゼ
ロ
」
の
実
現
の
た
め
、
厚
生
労
働
省
が
策
定
し
た
「
介
護
離
職
を
予
防
す
る
た
め
の
両
立
支
援
対
応
モ
デ
ル
」
に
基
づ
く
取
組

に
よ
り
仕
事
と
介
護
の
両
立
に
資
す
る
職
場
環
境
を
整
備
し
、
「
介
護
支
援
プ
ラ
ン
」
の
策
定
・
導
入
に
よ
り
円
滑
な
介
護
休
業
取
得
・
職
場
復

帰
を
し
た
労
働
者
、
介
護
の
た
め
の
時
差
出
勤
制
度
等
の
利
用
者
が
生
じ
た
事
業
主
に
助
成
金
を
支
給
す
る
。

介 護 休 業 を 取 得

す る プ ラ ン

介 護 休 業 以 外 の

両 立 制 度 を 利 用

す る プ ラ ン

１
事
業
主
２
回
ま
で
（
無
期
雇
用
者
１
回
、
期
間
雇
用
者
１
回
）

・
初
期
面
談

・
業
務
の
整
理
、
情
報
共
有

・
連
絡
体
制
の
整
備

・
職
場
の
情
報
提
供

・
復
帰
前
後
の
面
談

・
原
職
復
帰

時
差
出
勤
制
度
等
の
利
用

3か
月
以
上

・
初
期
面
談

・
次
の
い
ず
れ
か
の
制
度
を
３
か
月
以
上
利
用

時
差
出
勤
、
所
定
外
労
働
時
間
の
免
除
・
深
夜
業
の
制
限

要 介 護 者

支
給
要
件
：
①
～
④
の
要
件
を
満
た
し
た
事
業
主
に
支
給

介
護
休
業

1か
月
以
上
取
得

大
企
業

40
万
円

中
小
企
業

60
万
円

大
企
業

20
万
円

中
小
企
業

30
万
円

介
護
休
業

介
護
の
た
め
の
両
立
支
援
制
度

④
継
続
雇
用

制
度
利
用
後

1ヶ
月

2
8
年
度
２
次
補
正
予
算
額
（
案
）

１
０
．
６
億
円

（
2
8
年
度
当
初
予
算
額

－
億
円
）

【
労
働
保
険
特
別
会
計
】
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 52,794 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： - 千円

該当施策概要

通し番号  23 

仕事と介護の両立支援事業

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

１．多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革

（５）育児・介護休業等の取得促進

④　企業の中核を担う労働者が家族の介護のために離職せざるを得ない状況を防ぐた
め、労働者の仕事と介護の両立に関する取組を行う事業主に対する支援の強化を図る。

平成27年10月７日に閣議決定された「基本方針」における「新・三本の矢」においては、
「介護離職ゼロ」の実現を目指し、仕事と介護が両立できる社会づくりを加速することとさ
れたことから、介護離職の未然防止と介護を行っている労働者の継続就業を促進する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

平成27年度に改訂した「仕事と介護の両立支援対応モデル」の普及促進を図るとともに、
育児と異なり、急な対応が必要となることが多く、介護を行う期間・方策も様々であるという
介護の特質を踏まえ介護に直面し、休業を取得する労働者が発生した場合の企業の対
応モデルとなる「介護支援プラン」モデルを構築し、その周知を図る。また、労働者に対し
ては、仕事と介護を両立するための仕組みを活用して就業継続している事例を収集し、周
知する。

担当府省庁
厚生労働省

雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課育児・介護休業推進室
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「
仕

事
と

介
護
の
両
立
支
援
対
応
モ
デ
ル
」

と
と

も
に

「
介
護
支

援
プ

ラ
ン

」
モ
デ
ル
を
構
築
・
普
及
す
る
こ
と
に
よ
り

個
々

の
労
働
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

支
援
を

容
易

に
し

、
仕
事
と

介
護

が
両

立
で
き
る
職
場
環
境
の
整
備
を
促
進

仕
事
と
介
護
の
両
立
支
援
事
業

現
状

◇
働

き
盛

り
世
代

の
家
族

介
護

者
が

今
後

５
年

で
急
増

団
塊

世
代
が

7
0歳

代
に
突
入
し
、
要
介
護
状
態
に
な
る
可
能

性
が
高

ま
る
。

◇
介

護
の

突
発
性

と
多
様

性
へ

の
対

応
が

困
難

介
護

は
育
児

と
は

異
な
り
、
突
発
的
に
発
生
し
、
期
間
も

不
明

確
で

あ
る
。

◇
介

護
離

職
し
た

労
働
者

の
補

充
等

が
困

難
家
族

介
護
を

す
る

世
代
は
企
業
の
中
核
を
担
う
4
0
・
5
0代

で
あ

り
、

離
職

に
よ

る
補
充

が
困

難
で
あ
る
。

課
題

＜
企
業
＞

◆
中
核
を

担
う
人

材
の
離

職
な

ど
を

防
ぎ

、
従

業
員

が
仕

事
と

介
護

を
両

立
す
る
た

め
の
取

組
◆

介
護
に

直
面
す

る
労
働

者
が

生
じ

た
場

合
の

具
体

的
な

取
組

＜
労
働
者

＞
◆

仕
事
を

辞
め
ず

に
介
護

と
両

立
す

る
た

め
の

仕
組

み
に

つ
い

て
の

情
報

提
供

◆
周
囲
の

理
解
を

得
て
、

制
度

を
利

用
し

や
す

い
職

場
風

土
作

り

【
企

業
向

け
】

①
「

介
護
支

援
プ
ラ

ン
」
の
モ

デ
ル

構
築

（
新
規
）

「
仕
事
と

介
護
の

両
立
支

援
対

応
モ
デ

ル
」

に
よ

り
取

組
を

行
う

中
で

、
介

護
に

直
面

す
る

労
働

者
が

生
じ
た

場
合
に

、
介
護

休
業
取

得
及
び

休
業
取

得
後

も
安

心
し

て
働

く
こ

と
が

で
き

る
雇

用
環

境
の

整
備
に
向

け
て
、

個
々
の

労
働
者

の
ニ
ー

ズ
に
応

じ
た

両
立

支
援

に
活

用
で

き
る

「
介

護
支

援
プ

ラ
ン

」
モ
デ
ル

を
構
築

。

②
「

介
護
支

援
プ
ラ

ン
」
の
モ

デ
ル

の
普

及
促
進

（
拡
充

）

「
仕
事
と

介
護
の

両
立
支

援
対

応
モ
デ

ル
」

に
加

え
、

①
で

構
築

し
た

モ
デ

ル
を

活
用

し
、

人
事

労
務

担
当
者

等
を
対

象
に
、

研
修
を

実
施
。

【
労

働
者
向

け
】

③
介

護
休
業

等
の
制

度
を
活
用

し
て

仕
事
と
介
護
を
両
立
し
て
い
る

労
働

者
の

事
例
の

収
集
・
周

知
（
拡
充
）

【
広

く
一
般

向
け
】

④
仕

事
と
介

護
の
両

立
に
向
け

た
情

報
を
提
供

シ
ン

ポ
ジ
ウ

ム
の
開

催

２
８

年
度

＜
シ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
・
ト
モ
ニ
ン

＞

●
介
護
離
職
を
予
防
す
る
た
め
の
「
職
場
環
境
モ
デ
ル
」
を
策
定
し
、
仕
事
と
介
護
の

両
立
支
援
研
修
を
開
催

●
仕
事
と
介
護
の
両
立
事
例
を
作
成

●
前
年
度
に
策
定
し
た
「
職
場
環
境
モ
デ
ル
」
導
入
実
証
実
験
の
実
施
（
1
00
社
対
象
）

●
企
業
及
び
労
働
者
の
課
題
を
踏
ま
え
て
上
記
モ
デ
ル
を
改
定
し
、
「
仕
事
と
介
護
の
両

立
支
援
対
応
モ
デ
ル
」
を
作
成

【
企
業
向

け
】

①
介
護
離

職
を
予

防
す
る

た
め

の
「

仕
事

と
介

護
の

両
立

支
援

対
応
モ
デ

ル
」

の
充
実

介
護
離
職
が
多
い
業
種
の
両
立
支
援
の
取
組
事
例
を
収
集
し
、
取
組
内
容
を
踏
ま
え
、

モ
デ
ル
の
充

実
を
図
り
、
新
た
な
事
例
を
加
え
た
モ
デ
ル
の
冊
子
を
作
成
・
配
布

②
モ
デ
ル

の
周
知

・
広
報

モ
デ
ル
を
普
及
さ
せ
る
た
め
集
合
研
修
を
実
施

【
労
働
者

向
け

】
③

介
護
休

業
、
短

時
間
勤

務
、

介
護

休
暇

等
の

制
度

を
活

用
し

て
継
続
就

業
し

て
い
る
労

働
者
の

事
例
収

集
・

周
知

【
広
く
一

般
向
け

】
④

仕
事
と

介
護
の

両
立
に

向
け

た
情

報
を

提
供

（
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
の
開
催

）
※

事
業

の
実
施

に
当
た

っ
て

は
（

一
社

）
介

護
支

援
専

門
員

協
会
か
ら

検
討

委
員
を

派
遣
し

て
も
ら

い
、

周
知

・
広

報
の

際
に

も
協

力
依

頼
す
る
。

2
5
年

度

２
７

年
度

2
6
年

度

1
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